
平成 18 年度上郡町における人事行政の運営等の状況を公表します 

地方公務員法により、人事行政の公平性・透明性確保を目的として、前年度の各地方公共団体にお

ける人事行政の運営等の状況を一般に公表することが義務付けられています。 

上郡町においても、上郡町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成 18 年度の

状況を公表します。 

 

１. 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）任免の状況（平成 18 年度中） 

採用   １名 

退職  ７名 

（２）部門別職員数（定員管理）             （各年 4月 1 日現在職員数） 

職 員 数 
19 年対 16 年 

比 較 ( 人 ) 
       区   分 

部   門 
H16 H17 H18 H19  

議 会 3   3 3 3 0 

総 務 29  26 26 25 △4 

税 務 8  10 9 9   1 

農 林 水 産 11  11 10 10 △1 

商 工 7   7 3 3 △4 

土 木 20  22 24 25 5 

民 生 24  26 23 24 0 

衛 生 24  24 22 22 △2 

一 般 行 政 

小 計 126 129 120 121 △5 

教 育 45  44 41 37 △8 
特 別 行 政 

小 計 45  44 41 37 △8 

普 通 会 計 計 171 173 161 158 △13 

病    院 2   1 △1 

水 道 9 7 7 7 △2 

下 水 道 9 6 5 4 △5 

そ の 他 7 7 9 8 1 

公営企業等 

会 計 

小  計 27 20 21 20 △7 

合   計 198 193 182 178 △20 

（部門名は、国が行う統計上の種別であり、町組織の課名ではありません。） 

  《参考》なお、上郡町職員定数条例における総定数は 205 人です。 



 

２. 職員の給与の状況 

（１）1人あたりの支給額（平成 18年４月 1日現在） 

区   分 平均給料月額(百円) 平均年齢 

一般行政職 3,235 40.6 歳 

（２）初任給の状況（平成 18年４月 1日現在）  (単位：円) 

区   分 大   卒 短 大 卒 高   卒 

一般行政職 170,200 153,800 142,800 

 

（３）手当制度の状況（18 年度） 

手 当 名 上 郡 町 国 

扶養手当 

扶養親族を有する職員に対して支給 

・ 配偶者 月 13,000 円 

・ その他 月 6,000 円（３人目からは 5,000 円） 

（満 16～22 歳の者については年度初めから年度末ま

で 5,000 円加算） 

 

 

同 左 

・ 自家用車等で通勤する場合 

距離に応じ、月 1,000～26,700 円 
月 2,000～24,500 円 

通勤手当 
・ 交通機関を利用して通勤する場合 

運賃相当額（上限 55,000 円） 
同 左 

自己所有の家に居住するか、借家等に居住し、家賃を支払っている職員に支給 

・持ち家居住 月 3,500 円 
新築購入後 5 年経過

まで 2,500 円 

住居手当 ・借家等居住 

23,000 円以下の場合･･･家賃月額－12,000 円 

 23,000 円超の場合･･･（家賃月額－23,000 円）÷２＋11,000 円

（家賃月額が 12,000 円を超える場合に限る。また、上限は 27,000 円）

同 左 

18 年度支給割合 期 末 勤 勉 計 

６月 1.4 月分 0.725 月分 2.125 月分

12 月 1.6 月分 0.725 月分 2.325 月分

計 3.0 月分 1.45 月分 4.45 月分 

同左 
期末手当 

職制上の段階、職務の級等による加算措置･･･有 同左 

超過勤務手当 

正規の勤務時間外に勤務を命ぜられた職員に勤務した時

間数に応じて支給 

・当該職員の時間単価×（1.25～1.60 倍） 

同左 

・その他職員手当ての状況 

手当名 内 容 

管理職手当 
副課長級以上の管理職員に対して支給 

・給料月額×下記の支給率                 （単位：％） 



役 職 平成 18 年度 

課長及び課長相当職 １１ 

副課長及び副課長相当職 ７ 

 

幼稚園長及び保育所長 ６ 

管理職特別 

勤務手当 

臨時又は緊急の公務のため、週休日、祝日又は年末年始の休日等に勤務した管理職に支給 

・ 課長及び課長相当職   １回 6,000 円 

・ 副課長及び副課長相当職 １回 4,000 円 

（勤務時間が６時間を超える場合は、上記額に 150/100 を乗じて得た額） 

宿日直手当 
宿日直勤務した職員に支給 

・１回 4,200 円 

地域手当 ３％（ただし、平成１８、１９年度は支給しない。） 

特殊勤務手当 

医師手当 月額 1,100,000 円の額を超えない範囲 

伝染病防疫作業手当 従事した日 1日につき 100 円 

行旅死亡人等取扱作業手当 従事１回につき 300 円 

塵芥処理作業手当 月額 10,000 円 

〃 精励手当 勤務成績により日額 170～250 円 

 （平成 19 年 4 月 1 日より、上記 2つの手当てを整理統合し日額 600 円に改正） 

現場作業手当（企業職員） 月額 3,000 円（平成 18 年 10 月 1 日より廃止） 

企業職員手当 給料月額の 10％ 

（４）特別職等の報酬等の状況（平成 18 年度） 

区 分 月 額 その他手当 

給  料 

町 長 

助 役 

教育長 

817,000 円 

672,000 円 

626,000 円 

通勤手当、 

扶養手当(教育長のみ) 

報  酬 

議 長 

副議長 

常任委員会委員長 

議会運営委員会委員長 

議 員 

395,000 円 

302,000 円 

275,500 円 

275,500 円 

271,000 円 

 

区 分 期末手当 期末手当加算措置 

町長、助役、 

教育長 

６月期 

12 月期 

合 計 

2.1 

2.25 

4.35 

有 

区 分 期末手当 期末手当加算措置 
期末手当 

議長、副議長、 

議員 

６月期 

12 月期 

合 計 

2.1 

2.25 

4.35 

有 

※平成 18 年 7 月 1 日より、町長については 20％、助役については 12％、教育長については 6％の 
（上記給料月額からの）給料カットを行なっています。 
※教育長の期末手当については、勤勉手当を含んでいます。 



３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間 

区     分 勤  務  時  間  等 

勤務を要する日 
毎週月曜日から金曜日までの週５日間 

（国民の祝日及び12月29日から1月３日を除く）

1日あたりの勤務時間 
午前８時 30 分から午後５時 15 分まで 

（休憩時間を除く、実質８時間勤務） 

１週当たりの勤務時間 40 時間勤務（８時間×５日間） 

 

（２）休暇制度               （使用実績は H18.1.1～12.31） 

休暇の種類 休暇日数等 使用実績 

年次休暇 
全職員に対し、1年につき 20 日間付与（前年に未使用日

数がある場合は、最大 20 日を翌年に繰越） 

平均使用日数 

8.3 日 

夏季休暇 
全職員に対し、７月から９月までの間において、６日間

付与（内１日は研修休暇） 

平均使用日数 

5.04 日 

産前休暇 
妊娠した職員に対し、出産予定日８週間前の日から出産

の日まで付与 

取得件数 

2 件 

産後休暇 出産した職員に対し、出産日の翌日から８週間付与 
取得件数 

2 件 

服喪休暇 
親族の喪に遇った職員に対し、続柄及び死亡時の生計関

係に応じ、最大 10 日間付与 

取得件数 

32 件 

結婚休暇 結婚する職員に対し、最大５日間付与 
取得件数 

5 件 

病気休暇 
負傷又は疾病のため療養する必要が生じた場合に最大

120 日間付与（公務上の疾病等については別途規定） 

取得件数 

15 件 

有
給
休
暇 

その他の 

休  暇 

子の看護休暇、子の養育休暇、育児時間休暇、妻の出産補助休

暇、ドナー休暇、ボランティア休暇、リフレッシュ休暇等 

取得件数 

3 件 

介護休暇 

負傷、疾病又は老齢により、２週間以上にわたり親族を

介護しなければならない職員に対し、６月を限度として

必要な休暇を付与する 

取得件数 

0 件 

組合休暇 組合活動に従事する場合に１暦年に最大 30 日間付与 
取得件数 

0 件 

無
給
休
暇 

育児休業 
職員が3歳に満たない子を養育する場合に当該子が3歳

に達する日まで 

取得件数 

3 件 

 

 



４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）処分者数              （単位：人） 

処分内容 処分者数 処分事由 

免 職 ０  

降 任 ０  

休 職 ０  

降 給 ０  

分限処分 

失 職 ０  

免 職 ０  

停 職 ０  

減 給 ０  

戒 告 ０  

懲戒処分 

訓告等 ０  

 

 

５．職員の服務の状況    （単位：人） 

区     分 違反者数

命 令 に 従 う 義 務 ０ 

信用失墜行為の禁止 ０ 

秘 密 を 守 る 義 務 ０ 

職務に専念する義務 ０ 

政 治 行 為 の 制 限 ０ 

争議行為等の禁止 ０ 

営利企業従事制限 ０ 

 

６．職員研修の状況 

（１）職員研修の実施状況   （単位：人） 

区       分 受講者数

兵 庫 県 自 治 研 修 所 研 修 １２ 

播磨自治研修協議会研修 ２０ 

兵 庫 県 自 治 協 会 研 修  ５ 

兵 庫 県 町 村 会 研 修  ８ 

合      計 ４５ 

 



 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）福利厚生制度に関する状況   （単位：人） 

区 分 受診者数 内 容 等 

総合健診 83 35 歳以上の職員の人間ドック

定期健診 96 上記以外の職員の健康診断 

合 計 179  

 

（２）公務災害の保障制度               （単位：件） 

加  入  団  体 災害件数 災害の概要 

地方公務員災害補償基金兵庫県支部 ２ 蜂刺虫症、靭帯損傷 

 

（３）職員の共済組合事業 

加  入  団  体 組合員数(Ｈ18.4.1 現在)

兵庫県市町村職員共済組合、公立学校共済組合兵庫支部（幼稚園教諭） 195 人 

《事業概要》 

「地方公務員等共済組合法」に基づき、組合員の掛金と町の負担金を財源として、相互救済を目

的に組合員とその家族の病気や負傷にかかる医療費について保険者負担分を医療機関に支払う医療

給付事業、退職後の生活や遺族の生活の安定を図る年金給付事業、健診や保養所の運営、各種資金

の貸付などを行う福祉事業があります。 

 

（４）職員の互助会事業 

加  入  団  体 会員数(Ｈ18.4.1 現在) 公費負担額 公費負担率 

財団法人兵庫県町村職員互助会 195 人 3,903 千円 １／２ 

《事業概要》 

会員の掛金と町の負担金を財源として、相互共済及び福利増進を目的として、職員の元気回復事

業やり災等にかかる給付事業などを行っています。 

 

８．勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申し立ての状況 

 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置がとられるよう要求することや、懲

戒その他意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して申立をすることができます。

公平委員会とは、これらの要求や処分が適当であるか審査し、必要な場合は適正化確保のための措置

を勧告することができる独立した機関です。 

 平成 18 年度、公平委員会に対する措置要求、不利益処分に関する不服申立てはありませんでした。 


